
事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

1 総務管理費 目 9 企画費 

予算要求課 企画管理部　地域政策課 内線　2444 金額の単位は、千円 

○ 

款 2 総務費 項 

事業名 20905 企画関係事務費 

新規 継続 拡大 縮小 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 

○ 

歳出 45 45 45 

財源内訳 

国庫支出金 0 

査定の考え方 

財務部査定どおり 

査定の考え方 市長査定額 財務部査定額 

0 0 0 

県支出金 

起債 0 0 

0 0 

事業20960で前年同額を計上 

0 

0 

0 その他 0 0 0 

0 

0 0 

0 0 

45 45 45 0 0 0 

事業の目的 ①総合計画 

地域航空に関する基礎的かつ総合的な研究調査を行い、中部国際空港へのアクセス向上や防災ヘリの駐機 
促進など、飛騨エアパークの多目的活用をすすめる。

　　（３）「すみよさ」のあるまちをめざして

　　　　道路・交通 

（２)公共交通機関の利便性を高める 

事業概要 

③事業評価 

③航空交通手段の確保 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画

　今後の方向性 

評価区分 

成果 

実施方針 

地域空港の多目的活用の調査研究等 

事業名 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 

④市長の約束 

要求額増減理由 

H22当初予算額 

成果 

地域空港の多目的活用の推進及び活性化



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

成
果 

1 ○ 総務管理費 目 9 企画費 

予算要求課 企画管理部　地域政策課 内線　2445 金額の単位は、千円 

○ 

款 2 総務費 項 

事業名 20917 移住交流促進事業 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 

○ 

歳出 18,822 17,220 23,832 

査定の考え方 

17,510 制度周知のため広告費を増 

査定の考え方 市長査定額 

6,612 積算内訳の精査
　住宅支援の家賃助成、改修助成については前年 
同額
　就農移住支援の林業、木工業に対する拡充につ 
いては見送り 

17,910 

672 672 

財務部査定額 

0 

21,732 5318 

0 

2,100 1294 

0 財源内訳 

国庫支出金 

県支出金 3,800 

起債 

その他 806 

15,022 16,414 16,838 17,238 

事業の目的 ①総合計画 

都市住民の移住を促進し、都市住民と地域住民との交流の場を増加させ、移住者の知識、経験等を活かした 
新たな地域づくりによって地域力の向上を図る。 

（３）「すみよさ」のあるまちをめざして

　　 　住宅・公園 

（１）誰もが安心して快適に住み続けられる居住環境を整備する 

③事業評価 

②住宅建設への支援

　　移住交流促進事業・ふるさと暮らし体感事業 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

交流や二地域居住から定住につなげるためには、地域を理解してもらうことが重要であるため、受入地域にお 
ける世話役（キーパーソン）の確保、移住実践者や地域住民との交流機会の創出、自然や文化、農業体験な 
どの田舎暮らし体験の充実、地域における受入体制の整備などが求められる。 

３「すみよさ」のあるまちをめざして

　 　（４）住宅・公園

　　ソフト　

　今後の方向性 

助成事業（住宅支援・就農移住支援） 

人口減少対策は、最も重要な課題の一つであり、本事業は重要な役割を担ってい 
る。今年度からスタートした移住体験施設「秋神の家」の反響は大きく、高い稼働率 
を維持している。
　そのため、秋神の家利用者に対するフォローアップを実施し、定住につなげていく 
ことが重要である。また、地元住民との交流の促進、地域活性化の面から地元団体 
による継続的総合的な管理運営ができないか検討する必要がある。 

評価区分 Ⅲ 

計画・実績・見込 

コスト コスト・成果ポ 
ジション 

成果 

移住相談事業・プロモーション活動事業・ふるさと暮らし体験施設維持管理事業・移住体感ツアー事業・ 
事業名 移住交流促進事業 

事業概要 

300 300 

H21実績 H22見込 H23計画 高 高 

プロモーション活動件数（件） 16 16 16 

実施方針 「Ⅱ」以上の水準に向けた改善が必要 移住相談人数（人） 300 

・ふるさと体験施設「秋神の家」光熱水費契約による増 

ふるさと体験利用件数（件） 50 50 

移住（就農）体感ツアー開催件数（件） 1 3 3 

・現行の就農移住支援に加え、林業や木工業等の就業支援の拡充による増 

④市長の約束 

６　都市間との交流や二地域居住、体験移住を積極的に推進し、定住につなげます。 

期待できる成果 

都市住民の移住促進が図られ、地域経済への波及効果や地域活動への参加の推進による地域活性化を図 
ることができる。 

・住宅支援の家賃助成継続分及び改修費助成の増加見込みによる増 

・移住（就農）体感ツアーの拡充による増



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

1 ○ 総務管理費 目 9 企画費 

予算要求課 企画管理部　地域政策課 内線　2443 金額の単位は、千円 

○ 

款 2 総務費 項 

事業名 20921 地域情報発信事業費 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

6,000 0 

○ 

歳出 0 0 6,000 

起債 財源内訳 

国庫支出金 

0 

その他 

0 6,000 

県支出金 

H22と同じく地域振興助成事業対応とする 
地域振興助成事業での査定額は要求どおり 

0 

0 

財務部査定どおり 

6000 0 

②にぎわいのある商業空間の形成と中心市街地の活性化 

地域情報等発信施設整備事業 

事業の目的 ①総合計画 

高山市周辺地域への集客につなげるための拠点を中心市街地に設置するとともに、中心市街地の活性化を 
市全域の活性化につなげる 

（３）「にぎわい」のあるまちをめざして 

商工 

（１）地域の特色を活かした魅力ある商業の振興を図る 

イベント・見どころ情報等の提供（期間） 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業主体の自立した事業運営 

４．「にぎわい」のあるまちをめざして 

（５）商業 

ソフト 

中心市街地における支所地域の情報発信事業の支援 

９月～３月（年末年始を除く） 通年（年末年始を除く）

　今後の方向性 事業概要 

評価区分 

計画・実績・見込 

事業名 

③事業評価 

H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

地域特産品の販売（期間） 11月～３月（年末年始を除く） 通年（年末年始を除く） ④市長の約束 

実施方針 

支所地域のイベント情報や見どころ情報、特産品等のＰＲ 
中心市街地を訪れる観光客の支所地域への誘客 

要求額増減理由 

開設年度は緊急雇用による臨時職員の配置及び地域振興事業補助により運営を支援しているが、平成２３年 
度からは、一括事業補助による支援のための増 

各種フェア等イベントの開催 毎月定例開催 毎月定例開催 「合併のメリットを活かしつつ、それぞれの地域の特性を伸ばします」 

・地域の個性あるまちづくりと、市域の一体感を創るため、地域が手を取り合って取り組む活動に支援し 
ます。 成果



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

1 ○ 総務管理費 目 9 企画費 

予算要求課 企画管理部　地域政策課 内線　2443 金額の単位は、千円 

○ 

款 2 総務費 項 

事業名 20960 地域振興事業費 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

2,009 4,995 

○ 

歳出 3,203 3,269 5,278 

0 

起債 0 

0 

4,995 財務部査定どおり 

財源内訳 

国庫支出金 

3,203 

県支出金 

その他 0 

地域審議会開催回数の増 

3,269 5,278 2009 4,995 4,995 

（２）行財政運営 

事業の目的 ①総合計画 

市町村合併による各地域振興策および過疎対策事業の調整を図る 

構想の推進 

行財政運営 

（３）地域全体の調和のとれた発展を図る 

事業概要 

③事業評価 

①個性ある地域の連携と協調 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

７．構想の着実な推進をめざして 

ソフト

地域振興計画推進事業

　今後の方向性 

関係機関との調整 

各種協議会等加盟団体負担金 

評価区分 

計画・実績・見込 

コスト 成果 

地域審議会委員報酬 
事業名 

H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

地域審議会の開催（回数） 27 27 45 

実施方針 

④市長の約束 

要求額増減理由 

「合併のメリットを活かしつつ、それぞれの地域の特性を伸ばします」 

・地域審議会の自主性を活かしたまちづくりを行います。 

成果 

地域審議会を中心とした地域住民の自主的なまちづくり活動 

地域振興特別予算の有効活用 

地域審議会の自主的な活動を進めるため、開催回数を２回分増



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

成果 

コスト・成果ポ 
ジション

　高度情報通信都市推進会議の開催
　東海情報通信懇談会への参加

　６ 市民の生活と生命・財産を守ります
　　・地域における情報格差を解消するため、ＣＡＴＶ、インターネット等の情報基盤の整備を促進します。 

事業名

　高度情報通信都市推進会議 

成果 

実施方針 

④市長の約束 

コスト 

○

○ 

査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

CATV番組制作費の移行による増 

0 

0 

増減 

事業実施の課題 

CATV番組制作費は広報費へ移行 

県支出金 

要求額増減理由 

予算要求課 内線　2445 企画管理部　地域政策課 

縮小 

款 項 

事業名 

14 

事業概要 

国庫支出金 

情報化推進費 

情報化推進事業費 

起債 

事業費（人件費除く） 

目 2 

H22当初予算額 

1 総務費 総務管理費 

21400 

H23要求額 

歳出 

継続 拡大 

○ 

新規 

241 114 241 21,651 

財務部査定額 

財源内訳 

金額の単位は、千円 

151 

151 

②実施計画・中期財政計画

　今後の方向性 

（２）　「すみよさ」のあるまちをめざして 

114 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 

③事業評価 

H23計画 

評価区分 

その他 

241

　最新技術を活用することにより、市内の情報通信基盤を強化し、地上デジタル放送、高速インターネット環境 
等の市内全域への普及を推進

　最新の情報通信技術の調査、研究を行い、地域の特性に応じた情報通信技術の活用を検討し、高度情報 
通信都市・高山の実現を目指す。 

0 

241 

①地域に適した情報通信基盤の整備 

情報 

①総合計画 事業の目的 

（１）　情報社会の恩恵を享受する 

0 

0 

0 

21,651



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

款 2 目 14 総務管理費 

○ 

総務費 項 1 

予算要求課 

情報化推進費 ○

○ 

企画管理部　地域政策課 内線　2445 

情報施設整備事業費 

金額の単位は、千円 

H23要求額 増減 

事業名 21420 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

歳出 66,174 

事業費（人件費除く） 

81,000 50,721 

9,600 

0 

△ 30,279 

査定の考え方 

財務部査定どおり 

12,304 

査定の考え方 市長査定額 財務部査定額 

10,000 △ 32,000 9,600 

0 

財源内訳 

国庫支出金 5,452 42,000 

県支出金 

起債 

その他 

18,700 

9,100 

0 

CATV番組制作委託料は、市長会見分と議会分 
（委員会・政策討論会等）を増額し、議会費と事業 
21400に分けて計上 
情報通信基盤整備補助金は1カ所を予定 

18,700 

48,418 39,000 40,721 9,100 1,721 

事業の目的 ①総合計画

　地域に適した情報通信基盤の整備を行い、ブロードバンドインフラや地上デジタル放送等を市内全域で享受 
できる環境の実現を目指す。 

（２）　「すみよさ」のあるまちをめざして 

情報 

（１）　情報社会の恩恵を享受する 

①地域に適した情報通信基盤の整備 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画

　地域に適した情報通信技術の整備方法 

３ 「すみよさ」のあるまちをめざして 

（７） 情報 

○ハード 情報施設整備事業 

○ソフト　情報通信技術活用事業

　今後の方向性

　現状では高山地域などについては、ＣＡＴＶに加入するメリットが少ない 
ため、番組内容の充実などソフト面で市民の満足度を高めていくことが 
重要である。
　そのため、CATV事業者とともに番組更新間隔の短縮やＣＡＴＶならで 
はの地域に密着した情報の提供などに取り組むことが必要がある。 

評価区分 Ⅲ 

中 中 

「Ⅱ」以上の水準に向けた改善が必要

　ＣＡＴＶ番組制作等の委託
　情報通信基盤の整備（ブロードバンド環境の整備、地上デジタル放送受信環境の整備） 

事業名 情報通信技術活用事業 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 

成果

　ブロードバンドインフラ、地上デジタル放送受信環境への対応等の情報通信基盤の整備を促進し、地域にお 
ける情報格差を解消する 

④市長の約束

　６ 市民の生活と生命・財産を守ります
　　・地域における情報格差を解消するため、ＣＡＴＶ、インターネット等の情報基盤の整備を促進します。 

公共施設CATV加入引込件数（件） 

情報通信基盤整備事業補助件数（件） 

23 

6 

7

19 

2 

1 

要求額増減理由

　公共施設CATV加入引込件数の減少
　新規番組制作委託に伴うCATV番組制作委託料の増加
　情報通信基盤整備事業対象の補助事業の減少 

H22当初予算額 

実施方針 

事業概要 

③事業評価 

H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

1 ○ 総務管理費 目 16 総合交通対策費 

予算要求課 企画管理部　地域政策課 内線　2444 金額の単位は、千円 

○ 

款 2 総務費 項 

事業名 21600 総合交通対策事業費 

○ 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 

○ 

140,000 

1,250 

歳出 104,335 107,627 278,098 

21,016 21,853 6,696 

査定の考え方 

財務部査定どおり 

査定の考え方 市長査定額 財務部査定額 

0 0 

283,035 

財源内訳 

国庫支出金 0 0 

県支出金 

起債 0 0 

133,616 140,000 

積算内訳の精査
　公共交通体系の見直しに伴うバス運行事業委託 
料等の増
　通学費補助金は見送り 

0 

△ 15,157 

その他 141 123 133,739 

0 

1,250 

170,471 283,035 

83,178 85,651 141,785 52,012 137,663 141,785 

②バス交通の充実 

公共交通活性化事業・地域内バス路線維持事業 

事業の目的 ①総合計画

　地域公共交通は、市民の自立した生活を支える社会基盤の一つとして、市民がどこに住んでいても、通勤、 
通学、通院、買物等日常生活を送るために必要な移動ができるようにする。また、市民以外にも、観光客をは 
じめとした高山市を訪れる人々の移動ニーズに応えることができるよう、利便性の高い公共交通を整備し、高 
山市の活性化に寄与する。

　　（３）「すみよさ」のあるまちをめざして

　　　　道路・交通 

（２)公共交通機関の利便性を高める 

高山市地域公共交通総合連携計画に基づく 
事業の実施 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

実証運行開始後の利用実態の評価・検証、それに基づく地域に合った運行の実施 

３「すみよさ」のあるまちをめざして 

（３）道路・交通 

ソフト 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 高

　今後の方向性

　急速に進展する高齢化により、公共交通の重要性は今後ます 
ます高まってくると考えられる。そのため、地域公共交通総合連 
携計画及びそれに基づく運行計画によって、利用者が増加し、あ 
る程度の運賃収入も期待できる持続可能な公共交通体系を構築 
する必要がある。 

評価区分 Ⅲ 

高 

実施方針 「Ⅱ」以上の水準に向けた改善が必要 

事業概要 

③事業評価 

H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 

公共交通事業者へのバス運行業務の委託 

事業名 公共交通活性化事業 

公共交通体系の見直しに伴うバス運行事業委託料等の増 

誰もが「自由」に、「簡単」に、「安全」に、「快適」に公共交通を利用することができ、居住地に関わらず「同様の 
サービス」を享受できるようになる。 

④市長の約束 

日常生活における買い物、通勤、通学、通院などの移動手段を確保するため、市民の生活を守る公共交通網 
を整備します。 

要求額増減理由 

成果



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

1 ○ 総務管理費 目 16 総合交通対策費 

予算要求課 企画管理部　地域政策課 内線　2444 金額の単位は、千円 

○ 

款 2 総務費 項 

事業名 21605 ＪＲ関連推進事業費 

新規 継続 拡大 縮小 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 

○ 

歳出 152 188 247 

財源内訳 

国庫支出金 0 

査定の考え方 

財務部査定どおり 

査定の考え方 市長査定額 財務部査定額 

0 0 0 

県支出金 

起債 0 0 

0 0 

前年並
　負担金の減 

0 

174 

0 その他 0 0 0 

0 

59 174 

0 0 

152 188 247 174 174 59 

ソフト 

事業の目的 ①総合計画 

高山本線の増便等輸送力強化、リニア中央新幹線の早期建設により、地域の活性化や市民及び観光客等の 
利便性の向上を図る

　　（３）「すみよさ」のあるまちをめざして

　　　　道路・交通 

（２)公共交通機関の利便性を高める 

事業概要 

③事業評価 

②バス交通の充実 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

３「すみよさ」のあるまちをめざして 

（３）道路・交通 

高山本線機能強化事業

　今後の方向性 

評価区分 

成果 

実施方針 

ＪＲ高山本線の改善にかかる要望、調査・研究 
リニア中央新幹線の早期建設にかかる要望、調査・研究 

事業名 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 

④市長の約束 

要求額増減理由 

H22当初予算額 

成果 

高山本線の増便等輸送力強化、リニア中央新幹線の早期建設による地域の活性化や市民及び観光客等の 
利便性の向上



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

◎環境教育を推進します。

　太陽光発電装置普及補助金の新設による増 

④市長の約束 

８　豊かな自然環境を守り、環境モデル都市をつくります 

要求額増減理由 

◎環境保全に取り組みます。　◎市民生活の中に自然環境を活かした街づくりを進めます。 

成果

　温室効果ガス排出量の削減 

10%削減（H22）

　環境審議会の開催数 1 2 2 

事業概要 

H23計画 

「Ⅱ」以上の水準に向けた改善が必要

　太陽光発電装置設置数 50

　温室効果ガス排出量の削減率 6%削減（H20） 8%削減（H21) 

計画・実績・見込 

コスト 成果 

中 中 H21実績 H22見込

　環境関連計画等の管理、環境審議会の運営
　温室効果ガス排出量削減のための具体的な施策 

③事業評価

　今後の方向性

　地球温暖化対策に向けた技術は日進月歩である。最も効果的な手法 
で温暖化対策を推進できるよう、日々同分野における情報収集に努める 
べきである。なお、事業の効果を検証するため、市内における二酸化炭 
素の排出量の推移について継続的な把握が必要である。 

評価区分 Ⅲ 

コスト・成果ポ 
ジション 

地球温暖化対策推進事業 

実施方針 

事業名 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画

　市民・事業者の温暖化対策の意識向上のための周知啓発 

３　「すみよさ」のあるまちをめざして 

（６）環境・衛生 

ソフト

地球温暖化対策推進事業

　高山市環境基本条例に基づく環境基本計画を推進することにより、生活環境及び地球環境の保護と市民の 
環境意識の向上を図る。
　温室効果ガス排出量を削減する手段や仕組みを導入し、低炭素社会を構築する。 

３　「すみよさ」のあるまちをめざして 

環境・衛生 

（１）快適に暮らせる環境を整備する 

①生活環境の保全 

事業の目的 ①総合計画 

7,704 6,463 13,363 

その他 0 

県支出金 0 

積算内訳の精査
　太陽光発電装置普及事業補助金設置による増 

15,863 電気自動車普及促進事業を追加 

2,500 0 

起債 0 財源内訳 

国庫支出金 

226 783 8,487 

歳出 226 783 8,487 7,704 6,463 

財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 

○ 

○

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業名 21800 環境政策推進事業費 ○ 

○ 

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 18 環境政策費 

予算要求課 企画管理部地域政策課 内線　2482 金額の単位は、千円



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

④市長の約束 

８　豊かな自然環境を守り、環境モデル都市をつくります 

森林等の自然環境を資源として守り活用するため、自治体・企業間交流等、都市部の自治体との連携 
等を実施します。 

要求額増減理由

　東京都千代田区エコツアー（仮称）の実施
　東京都港区との交流「みなと森と水ネットワーク会議」参加　による増 

成果

　都市部の自治体・企業等の交流を通じた森林等の自然環境の改善 

事業概要 

H23計画

　都市部との交流数（自治体・企業等） 0 2 2 

計画・実績・見込 

コスト 成果 

H21実績 H22見込 

③事業評価

　今後の方向性 

評価区分 

コスト・成果ポ 
ジション 

実施方針

　都市部との交流（東京都千代田区とのエコツアー、東京都港区による「みなと森と水ネットワーク会議」参加） 

事業名 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画

　具体的なカーボンオフセットの推進 

４　「にぎわい」のあるまちをめざして 

（３）林業 

ソフト

森づくり交流推進事業

　森林等の自然環境を資源として守り、活用するため、都市部の自治体・企業等との連携を図る 

４　「にぎわい」のあるまちをめざして 

林業 

（１）林業の振興と森林のもつ多面的な機能を維持する 

④森林の保全 

事業の目的 ①総合計画 

1,143 690 690 

その他 0 

県支出金 0 

積算内訳の精査
　審議会委員等による千代田区エコツアー（仮称） 
分の増
　東京都港区との交流「みなと森と水ネットワーク
　会議」参加　による増 

690 財務部査定どおり 

0 

起債 0 財源内訳 

国庫支出金 

0 281 1,424 

歳出 0 281 1,424 1,143 690 

財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 

○ 

○

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

○ 

事業名 21805 森林づくり交流推進事業費 

○ 

款 2 総務費 項 1 総務管理費 目 18 環境政策費 

予算要求課 企画管理部地域政策課 内線　2482 金額の単位は、千円



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

1 ○ 総務管理費 目 18 環境政策費 

○ 

予算要求課 企画管理部地域政策課 内線　2482 金額の単位は、千円 

○ 

款 2 総務費 項 

事業名 21850 生物多様性保全推進事業費 

○ 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 ○ 

事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 

5,245 9,375 

○ 

歳出 4,323 8,255 13,500 

0 

起債 0 

0 

10,775 生物多様性プロジェクト（森づくり）事業を追加 

財源内訳 

国庫支出金 

4,323 

県支出金 

その他 0 

積算内訳の精査
　生物多様性地域戦略をすすめる自治体サミット
　関連経費分の増
　外来植物除去作業実費分についてはリサイクル
　センターの減免対応を検討 

10,775 8,255 13,500 5245 9,375 

事業の目的 ①総合計画 

全国に誇れる豊かな自然環境・景観を保護するとともに生物多様性の保全とその持続的な利用を推進する。 

（２）「すみよさ」のあるまちをめざして 

自然 

（１）恵まれた自然を守り活かす 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

生物多様性ひだたかやま戦略の住民への周知とその実行のための効果的な施策の展開 

３「すみよさ」のあるまちをめざして 

（１）自然 

ソフト 

コスト 

③事業評価

　 ①自然環境の保全　②自然とふれあう機会の充実 

中 中 

自然保護保存活動事業費・自然案内人育成活用事業・生物多様性保全推進事業

　今後の方向性 

乗鞍山麓五色ケ原の森は、自然環境に無理をかけないために入山規制 
をしているため、損益分岐点をしっかりと定めた上で、適正な入山者数 
の設定を行う必要がある。また、適正なガイド料についても検討する必 
要がある。生物多様性ひだたかやま戦略に基づく実行計画については 
早急に策定し、今後の事業計画を示していく必要がある。 

評価区分 Ⅲ 

成果 コスト・成果ポ 
ジション 

生物多様性地域戦略をすすめる自治体サミット開催 
事業名 生物多様性保全事業 

事業概要 

外来生物除去活動、飛騨インタープリターアカデミー運営補助 

H21実績 H22見込 H23計画 計画・実績・見込 

サミットへの参加者数　　　　　　　人 500 

実施方針 「Ⅱ」以上の水準に向けた改善が必要 自然環境学習への参加児童数　　人 456 900 1,000 

35,000 40,000 

生物多様性地域戦略をすすめる自治体サミット開催費の増加 
住民による外来生物除去作業の実施費の増加 
生物多様性保全冊子の印刷費の増加 

④市長の約束 

８ 豊かな自然環境を守り、環境モデル都市をつくります 

要求額増減理由 

成果 

生物多様性の住民への周知及び周辺自治体への啓発 
住民主体の生物多様性ひだたかやま戦略の実施　住民による外来生物の除去 
地元で活躍する自然案内人の育成 

◎環境教育を推進します 

外来生物の除去量　　　　　　　　ｋｇ 38,210



事業別予算概要 表　７ 

チェック項目 

総合計画の位置付け 

実施計画の位置付け 

要求額＝＜実施計画額 

事業評価による今後の方向性 

行革の取組予定 

市長の約束 

一般財源 

以下は予算要求時の内容 

五色ケ原の森の修繕費の増加 
舟山山頂周辺維持管理費の増加 
環境指導員設置事業消耗品費の減少 

④市長の約束 

８ 豊かな自然環境を守り、環境モデル都市をつくります 

◎環境保全に取り組みます。 

要求額増減理由 

成果 

自然とふれあう機会の充実 
自然保護に関する意識の向上 

乗鞍スカイラインへの入込者数　　人 195,079 188,000 190,000 

8,500 5,000 実施方針 

計画・実績・見込 H21実績 H22見込 H23計画 
コスト・成果ポ 
ジション 

コスト 成果 乗鞍スカイライン道路パトロール 

評価区分 

五色ケ原の森への入山者数　　　人 2,631 

事業概要 

③事業評価 

乗鞍山麓五色ケ原の森の維持及び指定管理 
事業名 自然公園等管理事業

　今後の方向性 

登山道の維持管理 

登山道整備事業 

自然保護と利用促進のバランス 

３「すみよさ」のあるまちをめざして 

（１）自然 

ハード 

③自然を生かしたまちづくり 

事業実施の課題 ②実施計画・中期財政計画 

事業の目的 ①総合計画 

高山市は、全国から多くの登山者やハイカーが訪れる有数の「登山基地」であり、来訪者が安全に自然に親し 
めるよう環境整備を実施するとともに適正な自然保護を行う。 

（２）「すみよさ」のあるまちをめざして 

自然 

（１）恵まれた自然を守り活かす 

2,959 38,035 38,035 

その他 32,926 0 

県支出金 15,717 15,487 15,195 △ 292 15,411 15,411 

0 

起債 0 財源内訳 

国庫支出金 

37,455 40,414 29,288 

歳出 77,931 52,942 55,609 2,667 53,446 夏山診療所開設にかかる経費を地域振興特別予 
算から移行したことによる増 

53,446 財務部査定どおり 

財務部査定額 査定の考え方 市長査定額 査定の考え方 事業費（人件費除く） H23要求額 増減 H22当初予算額 

○ 

新規 継続 拡大 縮小 

事業名 62410 自然公園等管理事業費 

2 観光費 目 4 款 6 

内線　　2482　　　　 金額の単位は、千円 

商工費 項 

予算要求課 企画管理部地域政策課 

自然公園費


